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議 案 第　　　　号

（総　　　則）

第 １ 条 平 成 ３１ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 業 務 の 予 定 量 ）

第 ２ 条 業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。

⑴

⑵

⑶

⑷

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ３ 条 収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

主 要 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 款

第 １ 項

第 ２ 項

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

受 託 事 業

平 成 ３ １ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 戸 数

１ 日 平 均 給 水 量

年 間 総 給 水 量 千㎥

㎥

戸

５，０１９

６，０９５

１，８３２

千円

収　　　　　　　　　　　入

施 設 改 良 事 業 ７５，７３５

３６，０４７ 千円

１０７，２６２

３２８，３３２

４３５，５９４ 千円

千円

千円



（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ４ 条

（ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）

第 ５ 条

⑴

⑵

千円

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 ２４，５３７ 千円

千円

第 １ 項 建 設 改 良 費 １３２，３８７ 千円

支　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 資 本 的 支 出 １５６，９２４

第 １ 項

収　　　　　　　　　　　入

第 １ 款 資 本 的 収 入 ３６，０４７ 千円

工 事 負 担 金 ３６，０４７

勘定留保資金１１２，３６９千円で補塡するものとする。）。

第 ２ 項 営 業 外 費 用 １２，２８４

資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し

不 足 す る 額 １ ２ ０ ， ８ ７ ７ 千 円 は 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ８ ， ５ ０ ８ 千 円 、 過 年 度 分 損 益

第 ３ 項 特 別 損 失 ３００ 千円

支　　　　　　　　　　　出

千円

４３１，５６３

千円

第 １ 項 営 業 費 用 千円

水 道 事 業 費 用第 １ 款 ４４４，１４７

予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

第３条予算内での各項間の流用

第４条予算内での各項間の流用



（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）

第 ６ 条

⑴

（ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）

第 ７ 条

（ た な 卸 資 産 購 入 限 度 額 ）

第 ８ 条

営 業 助 成 の た め の 補 助 金 と し て 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は ３ ０ ， ５ ９ ４ 千

円 で あ る 。

河　南　町　長　　　　武　　田　　勝　　玄

次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ

以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ５ 日 提 出

た な 卸 資 産 の 購 入 限 度 額 は 、 ４ ， ５ ８ ５ 千 円 と 定 め る 。

千 円６ ６ ， ７ １ ３職 員 給 与 費



12月7日

予　 算　 に　 関　 す　 る　 説　 明　 書



　

水道料金

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

⒉

項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

⒈ 給 水 収 益

⒉

受 取 利 息及 び 配 当金

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

⒊

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

平 成 ３１ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

⒈ 営 業 収 益 ３２８,３３２

⒈

款

４３５,５９４

１０７,２６２

⒊ 長 期 前 受 金 戻 入

水 道 事 業 収 益

⒉ 他 会 計 補 助 金

⒈

雑 収 益

一般会計からの補助金

受託工事による収入

下水道使用料徴収事務受託料等

預金利息

そ の 他 営 業 収 益

１,１９１

２１,１８４

１,１２５

３０５,９５７

その他雑収入

６２,０７０

３０,５９４

減価償却費等に見合う長期前受金の収益化

⒋ １３,４７３



備　　　　　　　　　　　考

⒉ 消費税及び地方消費税 ３,０００

⒍ 資 産 減 耗 費

⒉

３００

支 出

原 水 及 び 浄 水 費

目

（ 単 位 ： 千 円 ）

１,１００

維持管理及び企業団水道受水等に要する費用

修繕等の受託工事に要する費用

１６７,８８５

４４４,１４７

⒋

⒊

⒈ 水 道 事 業 費 用

予　　定　　額

⒈ 営 業 費 用

款 項

⒈

⒊ 特 別 損 失

１２,２８４

４３１,５６３

⒌

⒈

⒉ 営 業 外 費 用

受 託 工 事 費

固定資産の減価償却費

金及び検針等に要する費用

１４７,４８４

総 係 費

配水・給水の維持管理に要する費用６０,８５０

減 価 償 却 費

配 水 及 び 給 水 費

５４,２２９

１５

企 業 債 取 扱 諸 費

過年度分の水道料金還付等

支 払 利 息 及 び ９,１８４ 企業債等に対する利息

雑 支 出 １００⒊

事業活動の全般に関連する費用並びに料金の調定、集

固定資産の除却費

⒈ 過 年 度 損 益 修 正 損

３００



資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

⒈ 資 本 的 収 入

備　　　　　　　　　　　考款 項

３６,０４７

目 予　　定　　額

⒈ 資 本 的 支 出 １５６,９２４

予　　定　　額

支 出

款

⒈

項

⒉ 企 業 債 償 還 金 ２４,５３７

⒉ 受 託 事 業 費

建 設 改 良 費

量 水 器 購 入 費

⒈

建設改良事業に要する人件費等

⒈ 施 設 改 良 費 ７５,７３５ 配水施設改良等に要する費用

目 備　　　　　　　　　　　考

企 業 債 償 還 金 ２４,５３７

⒋ 事 務 費

量水器購入に要する費用

企業債元金の償還金

３,０７４

３６,０４７ 配水管の移設工事に要する費用

（ 単 位 ： 千 円 ）

１３２,３８７

１７,５３１

⒈ 工 事 負 担 金 ３６,０４７ 配水管移設等負担金

⒈ 工 事 負 担 金 ３６,０４７

⒊



法定福利費引当金の増減額（△は減少） １９７

減価償却費

未収金の増減額（△は増加）
固定資産除却費

修繕引当金の増減額（△は減少）
退職給付引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

受取利息及び受取配当金

（ 平 成 3 1 年 4 月 1 日 か ら 平 成 3 2 年 3 月 3 1 日 ま で ）

平 成 ３１ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当期純利益又は当期純損失（△）

（ 単 位 ： 千 円 ）

△

資金期末残高
資金期首残高
資金増加額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
工事負担金による収入

未払金の増減額（△は減少）

2
有形固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額
利息の支払額

２４,５３７
２４,５３７

3

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

４０,５５６
８３,３２３

６３,１９６

１２３,８７９

１,１２５
９,１８４

６２,０７０

１５
３,９０７
３,５８８

３,５１６
７４９

△

１６,２９３
１４７,４８４

４,２２１
９６

４４,６６４
８４０,３１０
７９５,６４６

△

△

△
△

△

△

△

△

△

△

支払利息
△ １,１２５

９,１８４

小　計 ７１,２５５



管理職手当
期末勤勉
手       当

通勤手当
特殊勤務
手　　　当

住居手当

（ 単 位 ： 千 円 ）

退職給付費
時間外勤務
手          当

児童手当

0 0 0 0

40,819 7,059 47,87818,173

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0

9,423 66,713

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 6.0 0 22,646 0

17,498

度 合             計 0 7.0 0 28,048 0 29,242 57,290

0 5,615 14,575 2,923

地域手当扶養手当

0 8,960

0 2.0

給　　　　　与　　　　　費　　（　千　円　）

報  酬 給  料 賃  金 手  当 計

合　　計

（ 千 円 ）

0 2.0

49,215

職 員 数 （ 人 ）

一 般 職特 別 職

法定福利費

（ 千 円 ）

0 1.0 18,835

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合             計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合             計 16,471 2,3640 11,0690 5,402

8,960 00 5,615 14,575 2,923 17,498

1,3370 △ 1.0 0 △ 3,558 0 5,454 1,896 △ 559

18,173 40,819 7,0590 6.0 0 22,646 47,878

0 5.0 0 19,088 0 23,627 42,715 6,500

0

8,225

1,518 2,396

14 5,829

1,532

△ 100936 324 0300 3,177

260

360

648 0802 12,695

1,485 936 324 0502 9,518

198

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員

比
　
較

391

平 成 ３１ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

1,332

1,134

1,876 1,872手当の内訳

区     分

本 年 度

前 年 度

比     較

⒈ 総 括

本

度

区　　　　　　　分



（３０年度）

⒉

０ ． ２ １ ％

３ ０ 年 ４ 月

減分

た者に係る計上分）×給料
改定率

給与改定の状況
　給料の改定率

給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　　　　　　　　　考

平均昇給率２８８千円

1. 制度改定に

４，８９０千円

　実施時期

(1)

６

区　　　　分 説　　　　　　　明増　減　額

平均昇給間差額×現に在

給　　　　料 ４８千円 （３０年度当初予算の「現員」
に係る給料計上額－退職し

1.５,４０２千円

０

(2) 現給保障額その他調整
額等に係る増減分

１

１ ． ２ ６ ％

職員の異動状況

する職員数

人
前年度

６
人 人

人

１１,０６９千円

本年度

職する職員数×１２月

比　 較

１７６千円

５,０６６千円 新陳代謝等に伴う増減分

１

計

人
人
人

現に在職 その他

０
６

７

人 人

手　　　　当

３，８９７千円

１

７,１７２千円

３，８９７千円 新陳代謝に係る増減分2. その他の増

給与改定に
伴う増減分

伴う増減分
期末勤勉手当

７，０４５千円

2. 昇給に伴う
増減分

3. その他の増
減分

給与改定の状況１２７千円
　期末勤勉手当

その他

３ ０ 年 １ ２ 月

４．４月→４．４５月

　実施時期



※　構成比は小数点第２位以下四捨五入しているため、合計が１００％にならない。

平 均 給 料 月 額

１６．７

１６．７
５ 級 １ １６．７

１６．７

６ 級

１００．０
７ 級 ０

平 均 年 齢

４ 級 １

計 ６

平 均 給 与 月 額

１

１６．７

１６．７
１

平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ 日 現 在

１ 級 １

３ 級 １
２ 級

平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １日 現在

１ 級

４ 級
３ 級
２ 級

計
７ 級

区　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

０

区　　　　　　　　　　　分

給 料 及 び 手 当 の 状 況

⑴ 職 員 １ 人 当 た り 給 与

⒊

平 成 ３ １ 年 ４ 月 １日 現在
平 均 年 齢
平 均 給 与 月 額
平 均 給 料 月 額

１５８，３００円
１８７，２００円大   学   卒

高   校   卒
１８７，２００円
１５８，３００円

一 般 行 政 職
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職区　　分

初 任 給

平 成 ３ １ 年 ４ 月 １ 日 現 在

⑶ 級 別 職 員 数

⑵

５ 級

構 成 比 （ ％ ）

１４．３
２８．６

６ 級

級 職 員 数 （ 人 ）

２
０

１

１００．０７

２８．６２

０
２ ２８．６

一 般 行 政 職

４１０，７９５円

４２歳１月
３７４，２９７円
３１３，４５０円
４４歳０月

３３３，０５７円



課長、副理
事又はこれ
に相当する
職務

部長、理事
又はこれに
相当する職
務

本 年 度 ２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５

⑷

（級別の基準的な職務内容）

区 分 １ 級 ２ 級

課長補佐又
はこれに相
当する職務

３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

一 般 行 政 職 定型的な業
務を行う職
務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う
職務

主任、主査
又はこれに
相当する職
務

係長又はこ
れに相当す
る職務

期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

職制上の段階、職務の級等による加算措置
６ 月 （ 月 分 ） １ ２ 月 （ 月 分 ） （ 月 分 ）

４ ． ４ ５ ０ 有

前 年 度 ２ ． １ ２ ５ ２ ． ２ ７ ５ ４ ． ４ ０ ０ 有

一般会 計の制度 ２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５ ４ ． ４ ５ ０ 有

⑸ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） 加算措置等

支 給 率 等 ２ ４ ． ５ ８ ６ ８ ７ ５ ３ ３ ． ２ ７ ０ ７ ５ ４ ７ ． ７ ０ ９ ４ ７ ． ７ ０ ９
・退職手当の調整額
・定年前早期退職

一般会計の制度
同 同 同 同 同

（ 支 給 率 等 ）



給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ％

全 職 種区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

⑹ 地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 全 地 域

６ ％

支 給 対 象 職 員 数 ７ 人

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 ６ ％

⑺ 特 殊 勤 務 手 当

支 給 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 平 成 ３ １ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ） ０ ％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 無

⑻ そ の 他 の 手 当

区　　　　　　　　　分 一 般 会 計 と の 制 度 の 異 同 差 異 の 内 容

扶　　養　　手　　当 同 無

住　　居　　手　　当 同 無

通　　勤　　手　　当 同 無



平 成 ３１ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（ 単 位 ： 千 円 ）

事　　　　　項 限 　度 　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳
期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額

５,４３４ 営 業 収 益～

平 成 ３ ３ 年 度

水 道 メ ー タ ー 検 針
等 事 務 委 託

５,４３４

平 成 ３ ２ 年 度



1. 営　業　収　益
（１） ２７９,０１０
（２） １,１７１
（３） １８,８１７ ２９８,９９８

2. 営　業　費　用
（１） １５５,５５８
（２） ６１,４１１
（３） １,０１８
（４） ４４,８２９
（５） １４７,３５５
（６） １４９
（７） ２００ ４１０,５２０

営　業　損　失

3. 営　業　外　収　益
（１） １,３６５
（２） ２７,５８２
（３） ５２
（４） ６０,９４８
（５） １０,４８４ １００,４３１

4. 営　業　外　費　用
（１） ９,６９７
（２） ３,１０８ １２,８０５

経　常　損　失

5. 特　別　利　益
（１） ０
（２） ０ ０

6. 特　別　損　失
（１） ２７８
（２） ０ ２７８ △

当年度純損失
前年度繰越利益剰余金
当年度未処分利益剰余金

平 成 ３０ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書
（ 平 成 3 0 年 4 月 1 日 か ら 平 成 3 1 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）

給 水 収 益
受 託 工 事 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
受 託 工 事 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 費 用

１１１,５２２

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出 ８７,６２６

２３,８９６

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金

雑 収 益

５０,７３１

そ の 他 特 別 損 失 ２７８

２４,１７４

支払利息及び企業債取扱諸費

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

７４,９０５

過 年 度 損 益 修 正 益



1.
（１）

イ ２６３,０４９
ロ ２９９,６４２

△ ９２,４８３ ２０７,１５９
ハ ４,９４０,７７０

△ １,９８２,５４８ ２,９５８,２２２
ニ ７６４,１９９

△ ４６８,１８０ ２９６,０１９
ホ １,８２０

△ １,６３８ １８２
ヘ １,１１６

△ ６２７ ４８９
ト ２,７７８

△ ２,５０１ ２７７
チ ７,９６０

△ ２,８６６ ５,０９４
３,７３０,４９１

３,７３０,４９１
2.

（１） ８４０,３１０
（２） １１６,９４５

△ ７１０ １１６,２３５
（３） ２,２６３

９５８,８０８
４,６８９,２９９

土 地
建 物

平 成 ３０ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 平 成 3 1 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
そ の 他 有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計



3.
（１）

イ ４２３,４１８

（２）
イ ２３,４７７
ロ ７,１５４

３０,６３１
４５４,０４９

4.
（１）

イ ２４,５３６

（２） ２８,８２０
（３） １,１７８
（４）

イ ３,０７２
ロ ５９４

３,６６６
（５） ２,８２２

６１,０２２
5.

（１）
イ ３３０,８０５

△ ２１６,９０６ １１３,８９９
ロ １４,４９３

△ １,１３６ １３,３５７
ハ １３,３３１

△ １１,６０７ １,７２４
ニ １４１,３８１

△ １２３,２８０ １８,１０１

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金
前 受 金
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金
受 贈 財 産 評 価 額
収 益 化 累 計 額

府 補 助 金
収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金
収 益 化 累 計 額



ホ ３６８,９６７
△ １８７,０４１ １８１,９２６

へ １,８２１,７７０
△ ６２７,２０７ １,１９４,５６３

ト ４６,９１７
△ ３１,９２９ １４,９８８

１,５３８,５５８
２,０５３,６２９

6.
（１）

イ ８,３５８
ロ １,３５２,４６０
ハ ７６５,３６１

２,１２６,１７９
7.

（１）
イ １１７,５６７
ロ ３,００９
ハ ２,３６７
ニ １,５００
ホ １,８０４
ヘ １,２４２

１２７,４８９
（２）

イ ５１,２７１
ロ ３０,０００
ハ ２５０,０００
ニ ５０,７３１

３８２,００２
５０９,４９１

２,６３５,６７０
４,６８９,２９９

固 有 資 本 金

加 入 金
収 益 化 累 計 額
工 事 負 担 金
収 益 化 累 計 額
水 道 施 設 負 担 金
収 益 化 累 計 額

組 入 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金
資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

府 補 助 金

寄 附 金

工 事 負 担 金

繰 入 資 本 金

加 入 金

他 会 計 負 担 金



重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
その他有形固定資産

リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年度末における退職

手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額は３０，６６９千円で
ある。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。

平　成　３０　年　度　注　記　表

1

⑴
①

⑵
①

６ ～ ６５ 年
１０ ～ ６０ 年
３ ～ ４０ 年
４ ～ ２０ 年

５ 年
１０ 年

②

⑶
①

②

③

④



消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
未経過リース料相当額

賃貸借処理を行なっている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年以内
１年超

計
その他の注記

修繕引当金に関する経過措置
平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金１００千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金２，９９３千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金５７７
千円を使用する。

河南町簡易水道事業の統合
当年度より、河南町簡易水道事業の資産、負債等すべて引き継いで、財務諸表等を作成している。

⑶
①

⑷
①

①

⑷
①

3
⑴

①
⑵

①

2
⑴

⑸
①

６,３５５ 千円

⑵
①

３,７１７ 千円
２,６３８ 千円



1.
（１）

イ ２６３,０４９
ロ ２９９,６４１

△ ９４,９６２ ２０４,６７９
ハ ５,０１８,９０３

△ ２,０８６,８１２ ２,９３２,０９１
ニ ８０９,９４５

△ ５０８,１９１ ３０１,７５４
ホ １,８２０

△ １,６３８ １８２
ヘ １,１１６

△ ６５３ ４６３
ト ２,７７８

△ ２,５０１ ２７７
チ ７,９６０

△ ３,５８２ ４,３７８
３,７０６,８７３

３,７０６,８７３
2.

（１） ７９５,６４６
（２） １１６,３４３

△ ６１４ １１５,７２９
（３） ２,２６２

９１３,６３７
４,６２０,５１０

有 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

土 地

（ 単 位 ： 千 円 ）

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 物

未 収 金

貯 蔵 品
流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

平 成 ３１ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 平 成 3 2 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

現 金 預 金

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
構 築 物

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額



3.
（１）

イ ３９８,０１９

（２）
イ ２７,６９７
ロ ３,６３８

３１,３３５
４２９,３５４

4.
（１）

イ ２５,３９９

（２） ２５,２３２
（３） １,１７９
（４）

イ ３,８２１
ロ ７９１

４,６１２
（５） ２,８２２

５９,２４４
5.

（１）
イ ３３０,８０５

△ ２２２,７０２ １０８,１０３
ロ １４,４９３

△ １,４８２ １３,０１１
ハ １３,３３１

△ １１,６２９ １,７０２
ニ １４１,３８１

△ １２４,３６２ １７,０１９

府 補 助 金

退 職 給 付 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

修 繕 引 当 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額
他 会 計 負 担 金

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

固 定 負 債

引 当 金 合 計

収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

長 期 前 受 金

前 受 金
引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

繰 延 収 益



ホ ３６８,９６６
△ １９６,２７５ １７２,６９１

ヘ １,８５７,８１６
△ ６７２,２７７ １,１８５,５３９

ト ４６,９１７
△ ３２,４４８ １４,４６９

１,５１２,５３４
２,００１,１３２

6.
（１）

イ ８,３５８
ロ １,３５２,４６０
ハ ７６５,３６１

２,１２６,１７９
7.

（１）
イ １１７,５６７
ロ ３,００９
ハ ２,３６７
ニ １,５００
ホ １,８０４
ヘ １,２４２

１２７,４８９
（２）

イ ５１,２７１
ロ ３０,０００
ハ ２５０,０００
ニ ３４,４３９

３６５,７１０
４９３,１９９

２,６１９,３７８
４,６２０,５１０

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
利 益 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

府 補 助 金

寄 附 金

組 入 資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金

加 入 金

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

工 事 負 担 金

繰 入 資 本 金

繰 延 収 益 合 計

加 入 金
収 益 化 累 計 額
工 事 負 担 金
収 益 化 累 計 額
水 道 施 設 負 担 金



重要な会計方針に係る事項
資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
その他有形固定資産

リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年度末における退職

手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額は３２，３５８千円で
ある。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

②

⑶

４

⑷
①

②

④

～

①

２０
５

③

年

１０ 年

～

年

年
１０ ～ ６０ 年
３ ～

６５

年４０

①

６

平　成　３１　年　度　注　記　表

1
⑴

①

⑵



リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
未経過リース料相当額

賃貸借処理を行なっている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年以内
１年超

計
その他の注記

修繕引当金に関する経過措置
平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金３５０千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金３，０７２千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金５９４
千円を使用する。

退職引当金の取り崩し
当年度において、職員の退職手当として支出するため、退職給付引当金４，００４千円を使用する。

①

⑴

⑴
①

①

⑶

⑷

①

①

⑵

2

⑵
①

3

⑸
①

２,５６４ 千円
千円
千円

７４
２,６３８



11月28日

予　 算　 参　 考　 資　 料



予　定　額
（千円）

1．水 道 事 業 収 益 ４３５,５９４

1．営 業 収 益 ３２８,３３２

1．給 水 収 益 ３０５,９５７

水 道 料 金 ３０５,９５７

2．受 託 工 事 収 益 １,１９１

給 水 工 事 収 益 １,１９１

3．そ の 他 営 業 収 益 ２１,１８４

材 料 売 却 収 益 ３３０

手 数 料 ７１５

他 会 計 負 担 金 ２,５５２

工 事 負 担 金 ３,２４５

雑 収 益 １４,３４２

給水開始・休止手数料 ２８０,０００ 円

円

　　　　 計 ２,５５２,０００

下水道使用料徴収事務受託料 １４,３４２,０００ 円

円

　　　　 計 ７１５,０００

その他手数料 ３,０００

３３０,０００ 円

給水装置工事事業者指定手数料

設計審査等手数料 ４２０,０００ 円

１２,０００ 円

計 ㎥

円

３０５,９５７,０００

１,１９１,０００

平 成 ３１ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

収　　益　　的　　収　　入

1,666,759 ㎥ 円一般用 ３０３,９５７,０００

臨時用

修繕工事

貯蔵材料売却収入

㎥

1,667,759

1,000 円

円

２,０００,０００

消火栓修繕負担金 １,８８５,０００ 円

上下水道管理システム等負担金 ６６７,０００ 円

円

受託工事事務費 ３,２４５,０００ 円



予　定　額
（千円）

2. 営 業 外 収 益 １０７,２６２

1．受取利息及び配当金 １,１２５

預 金 利 息 １,１２５

2．他 会 計 補 助 金 ３０,５９４

他 会 計 補 助 金 ３０,５９４

3．長期前受金戻入 ６２,０７０

長期前受金戻入 ６２,０７０

円

従来・統合簡易水道における投資施設等に対する補助

減価償却分 ２８,８８５,０００ 円

　　　計 ３０,５９４,０００

国庫補助金 ３４６,０００ 円

府補助金 ２２,０００ 円

他会計負担金

水道施設負担金 ５２２,０００ 円

　　　計 ６２,０７０,０００ 円

加入金 ９,２３３,０００ 円

工事負担金 ４５,０６９,０００ 円

１,０８２,０００ 円

受贈財産評価額 ５,７９６,０００ 円

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明款 項 目 節

円

定期預金利息 １,１２５,０００ 円

第１次拡張事業における先行投資施設に対する補助

減価償却分 １,７０９,０００



予　定　額
（千円）

4. 雑 収 益 １３,４７３

不用品売却収益 １

そ の 他 雑 収 益 １３,４７２

不用品売却収益 １,０００ 円

その他雑収益 ３９２,０００

加入金

円

１３,０８０,０００ 円

円　　　計 １３,４７２,０００

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明



予　定　額
（千円）

1．水 道 事 業 費 用 ４４４,１４７

1．営 業 費 用 ４３１,５６３

1．原 水 及 び 浄 水 費 １６７,８８５

給 料 ２,４１４

手 当 ８８８

賞与引当金繰入額 ３２５

法 定 福 利 費 ６１９

法 定 福 利 費 ６２

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ４

備 消 品 費 ５５８ ５５８,０００

普通旅費

法定福利費引当金 ６２,０００

６１９,０００

円

４,０００

円

円

収　　益　　的　　支　　出

職員　１．０人 ２,４１４,０００ 円

款 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明項

　　　計

目

地域手当

勤勉手当 ２６８,０００

期末手当

共済組合負担金

円

賞与引当金 ３２５,０００

８８８,０００

９８,０００

３７７,０００

１４５,０００ 円

円

円

円

円

時間外勤務手当

円その他消耗品



予　定　額
（千円）

燃 料 費 ２４４

光 熱 水 費 ６

通 信 運 搬 費 ３０６

委 託 料 １４,７９５

貸 借 料 １

修 繕 費 ８５９

動 力 費 １,４１７

薬 品 費 ９９

材 料 費 １００

受 水 費 １４５,１８８

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

　　　計

円

３０６,０００

２,６４０,０００

円

２４４,０００

円

１９７,０００

３２８,０００

円

浄水場管理

公用車ガソリン

電話料金

テレメータ料金

円

円９,６８０,０００

浄水場管理用

電気計装設備保守点検

円

１９,０００特殊健康診断

定期水質検査等業務 １,４２１,０００

６,０００

１０９,０００

通信線添架料

　　　計

円

円

４９５,０００

円

８５９,０００

１４,７９５,０００

円

１,４１７,０００

円

２４,０００浄水場ごみ処理 円

膜ろ過装置点検委託（分解） 円

浄水場内草刈 １８８,０００

施設機械化警備 円

浄水場電力使用料

原水・浄水設備機器等

円

１,０００

９９,０００

円

企業団水道受水（1,850,000㎥）

次亜塩素酸ナトリウム

施設維持補修材料 １００,０００

円１４５,１８８,０００

円



予　定　額
（千円）

2. 配 水 及 び 給 水 費 ６０,８５０

給 料 ４,４９５

手 当 ３,３３２

賞与引当金繰入額 １,９４４

法 定 福 利 費 １,３９０

法 定 福 利 費 ３８５

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ７９

被 服 費 ４２

備 消 品 費 ４５７

燃 料 費 １０８

印 刷 製 本 費 ８

３８５,０００

３,３３２,０００

３７８,０００

円

普通旅費

　　　計

８,０００

法定福利費引当金

作業服等 円

円

共済組合負担金

消耗品

１２０,０００

円

円

１,３９０,０００

円

円

４４,０００

円

円

円

円

円

７３２,０００

円

７１８,０００

１２０,０００

円

円

４,４９５,０００職員　１人

通勤手当

管理職手当

勤勉手当

円

７９,０００

時間外勤務手当

４５７,０００

賞与引当金

　　　計

１,９４４,０００

４２,０００

特別旅費

３５,０００

公用車ガソリン

地域手当

児童手当

３６０,０００

円

３１４,０００

５９０,０００

円

円

写真現像等

期末手当

扶養手当

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

１０８,０００



予　定　額
（千円）

通 信 運 搬 費 １,５５７

委 託 料 ９,００３

修 繕 費 １１,５０９

路 面 復 旧 費 ５００

動 力 費 ２０,０００

薬 品 費 ７２０

材 料 費 １,３１１

補 償 金 １００

負 担 金 ３,９１０

3. 受 託 工 事 費 １,１００

修 繕 費 １,０００

材 料 費 １００

３,９１０,０００ 円

７２０,０００ 円次亜塩素酸ナトリウム

円

円配・給水管等修理

円

款 項

河南水質管理ステーション負担金

目 節

その他修理 円

円

円

配・給水管修繕跡

１１,５０９,０００

２０,０００,０００

　　　計

５００,０００

円

配・給水管等材料

円配水施設電力使用料

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

２,２８３,０００

配・給水管突発漏水

　　　計

円

９,００３,０００ 円

円

　　　計

２６０,０００

１,２５７,０００

円

円

円

テレメータ料金

補償金

５,０５５,０００

配・給水管等修理用

電話料金

２,２３４,０００

円

１０８,０００

１００,０００

１,０００,０００

１００,０００

円

水道メーター取替

２,０９６,０００

電気設備保安業務 ７６５,０００

円

１,３１１,０００

水道施設用地草刈

円緊急資材共同備蓄

配水池清掃

施設機械化警備

６,４５４,０００

配水ポンプ保守点検

１,５５７,０００

１,４６１,０００

円９６,０００



予　定　額
（千円）

4．総 係 費 ５４,２２９

給 料 １２,１７９

手 当 ７,３６１

賞与引当金繰入額 １,５５２

報 酬 ３,６４６

退 職 給 付 費 ８,２２５

法 定 福 利 費 ４,４００

法 定 福 利 費 ３４４

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ２２３

円

円

円

円

１４０,０００

円

円

勤勉手当

　　　計 ７,３６１,０００

円

７０,０００

円

７００,０００

円４,４００,０００

３４４,０００

５７,０００

２,１２７,０００

８１７,０００

期末手当

住居手当

管理職手当

１,４５８,０００

児童手当

円

円

円

３８２,０００

１２,１７９,０００

９３６,０００

円

８,２２５,０００

４９８,０００

３,６４６,０００

円

円

地域手当

職員　３人

時間外勤務手当

嘱託職員　健康保険等

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円嘱託職員

円

３２４,０００

円

賞与引当金 １,５５２,０００

扶養手当

通勤手当 円

６７９,０００

３,７００,０００ 円

　　　計

退職給付引当金

共済組合負担金

特別旅費

法定福利費引当金

普通旅費



予　定　額
（千円）

備 消 品 費 ３８８

燃 料 費 ６９

印 刷 製 本 費 ７２９

通 信 運 搬 費 ７３９

委 託 料 ７,６４２

手 数 料 ５３０

款 項

公営企業会計事務支援等

　　　計 ５３０,０００ 円

１,６３１,０００

円

２６２,０００ 円

口座振替事務取扱

コンビニ収納代行

円

円

円

７,６４２,０００ 円

１８６,０００

８２,０００

　　　計

事務用

円

円

徴収用

６６,０００ 円

円　　　計

円

６７３,０００ 円

２,３３２,０００

メーター点検等事務

電子計算機保守

３,６７９,０００ 円

　　　計 ７３９,０００

電算帳票類

３８８,０００

円

円

公用車ガソリン

４９３,０００ 円

２７６,０００

１１２,０００

１８９,０００

決算書

諸用紙

７２９,０００

円９６,０００

円２２３,０００　　　計

図書等

　　　計

文具消耗品等

目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

商標登録更新手数料

４７,０００

６９,０００

円

嘱託職員　交通費



予　定　額
（千円）

賃 借 料 ４,１２６

修 繕 費 １５０

研 修 費 ５５

負 担 金 ８１２

保 険 料 ８０５

貸倒引当金繰入額 ２５４

４,１２６,０００

１５０,０００ 円

円

円

貸倒引当金 ２５４,０００

円

１１４,０００

機械設備補償保険

８１２,０００

円

円

円

４０６,０００

円

２,５０９,０００

公用車借上料

庁舎維持負担金

１２１,０００

　　　計

　　　計

建物共済保険

円

円

円

公用車修繕等 １００,０００ 円

円

自動車損害賠償責任保険

５５,０００

１３,０００

日本水道協会会費

　　　計

９１,０００

４７０,０００

１,５８４,０００

円

円

円

事務用備品等 ５０,０００

２１０,０００

技能講習

円

公用車任意保険

円

道路通行料 ３３,０００

円

円電算機借上料

１７４,０００

口座振替伝送サービス負担金

８０５,０００

１８,０００河南水道協議会会費

水道賠償責任保険

　　　計

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明



予　定　額
（千円）

5. 減 価 償 却 費 １４７,４８４

有 形 固 定 資 産 １４７,４８４

減 価 償 却 費

6. 資 産 減 耗 費 １５

固定資産除却費 １５

2. 営 業 外 費 用 １２,２８４

1. 支 払 利 息 及 び ９,１８４

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 ９,１８４

2. 雑 支 出 １００

そ の 他 雑 支 出 １００

3. 消 費 税 及 び ３,０００

地 方 消 費 税 消費税及び地方消費税 ３,０００

3. 特 別 損 失 ３００

1. 過年度損益修正損 ３００

過年度損益修正損 ３００

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

９,１８４,０００

機械及び装置

構築物

１００,０００

円

円

　　　計 １４７,４８４,０００

円

建物

その他有形固定資産

２,４８０,０００

消費税及び地方消費税納税予定額 ３,０００,０００ 円

過年度水道料金の還付等

円１０４,２６４,０００

３９,９９８,０００

有形固定資産除却費

工具・器具 ２６,０００

７１６,０００

円

円

１５,０００

円

現債額に対する利息

３００,０００

円

円その他営業外の雑支出



予　定　額
（千円）

1．資 本 的 収 入 ３６,０４７

1．工 事 負 担 金 ３６,０４７

1．工 事 負 担 金 ３６,０４７

工 事 負 担 金 ３６,０４７

資　　本　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

配水管移設等負担金 ３６,０４７,０００ 円



予　定　額
（千円）

1．資 本 的 支 出 １５６,９２４

1．建 設 改 良 費 １３２,３８７

1．施 設 改 良 費 ７５,７３５

委 託 料 ３,６８５

工 事 請 負 費 ７２,０５０

2．受 託 事 業 費 ３６,０４７

委 託 料 １,７８２

工 事 請 負 費 ３４,２６５

3．量 水 器 購 入 費 ３,０７４

量 水 器 購 入 費 ３,０７４

4．事 務 費 １７,５３１

給 料 ８,９６０

手 当 ５,６１５

期末手当

勤勉手当

円

節

３,０７４,０００ 円

７２,０５０,０００ 円

測量設計

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

配水管移設 ３４,２６５,０００ 円

３,６８５,０００

配水施設

測量設計 １,７８２,０００ 円

量水器

資　　本　　的　　支　　出

款 項 目

職員　２人 ８,９６０,０００ 円

扶養手当 ４５６,０００ 円

地域手当 ６００,０００ 円

管理職手当 ５７６,０００

住居手当 ３２４,０００ 円

通勤手当 ３００,０００ 円

円

１,９１９,０００ 円

１,４０３,０００ 円

円

時間外勤務手当 ３７,０００ 円

　　　計 ５,６１５,０００



予　定　額
（千円）

法 定 福 利 費 ２,９２３

備 消 品 費 １０

燃 料 費 １７

印 刷 製 本 費 ６

2．企 業 債 償 還 金 ２４,５３７

1．企 業 債 償 還 金 ２４,５３７

企 業 債 償 還 金 ２４,５３７ 現債額に対する償還元金 ２４,５３７,０００ 円

共済組合負担金 ２,９２３,０００ 円

消耗品 １０,０００ 円

公用車ガソリン １７,０００ 円

写真現像等 ６,０００ 円

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明


